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１．はじめに

　当初、リハビリテーションを目的に行われてい

た障害がある人たちのスポーツ活動（ 以下、障害

者スポーツ ）は、現在では広く知られるようにな

り、競技型、あるいは参加型などを問わず、国内

外で広く行われるようになってきている。

　国内の大きな取り組みをみてみると、主に身体

障害者を対象とした全国身体障害者スポーツ大会

が1965（ 昭和40）年から開催されており、また、

知的障害者を対象とした全国知的障害者スポーツ

大会（ ゆうあいぴっく ）が1992（ 平成４）年から

開催されるなどそれぞれ歴史を重ねてきている。

精神障害者についても2001（ 平成13）年に身体

障害、知的障害が統合、改称された全国障害者ス

ポーツ大会の第１回大会からバレーボールがオー

プン競技（2008、平成20年から公式競技 ）として

位置づけられるようになっている。（ 日本障害者

スポーツ協会2009、2012）。この他、およそ４

割の障害者が何らかのスポーツ、芸術活動に参加

していることが報告されている（ 内閣府2008）。

　もともと障害者スポーツは、戦後イギリスのグッ

ドマン博士によるストークマンデビル病院での脊

髄損傷者への医学的リハビリテーションにスポー

ツが起点で、身体面、心理面への効果がみられた

とされている（ 藤田2008、髙橋2004）。国内で

もこれらの影響を受けながら、1964年のパラリ

ンピック東京大会（ 第13回国際ストークマンデビ

ル国際大会 ）の開催、全国身体障害者スポーツ協

会の設立（1965年 ）、長野冬季パラリンピック

（1998年 ）での日本選手団の活躍、前述の障害者

スポーツ大会の実施など広がりをみせてきた（ 総

理府編1997）。

　また、制度政策面からも障害者スポーツの推進

に言及がみられる。たとえば障害者基本計画（2002

年 ）では「 障害者スポーツをより促進させること

を目的に、障害者の利用しやすい施設・設備の整

備の促進及び指導員等の確保、全国障害者スポー

ツ大会の充実、民間団体等が行う各種のスポーツ

関連行事を積極的な支援、日本障害者スポーツ協

会を中心とした障害者スポーツの振興、特に普及
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離脱理由や真のニーズ、課題を把握すべきではあ

るが、知的障害の特性などにより調査結果に妥当

性を欠く可能性がある。そのため本研究では、知

的障害当事者ではなく障害者スポーツ組織の関係

者、および保護者等を対象として調査、分析を試

みる。

　調査票は2012年に知的障害者スポーツ組織を

通じて郵送により配布、回収した。当該スポーツ

組織の会員であるものの、１年以上スポーツ活動

に参加していない知的障害当事者の保護者、およ

び活動を支援するスタッフ等を対象とした。配布

数は201、回収は41（ 回収率20.4%）であった。

調査票配布にあたっては、全て無記名調査票を用

いた他、結果は研究目的にのみ使用され、かつ、

統計的に処理を行い個人が特定されない旨を調査

表に記した。また事前に関係者に調査内容を示し

確認と同意を得た上で調査を実施した。

（２）調査項目と分析方法

　質問項目は大きく２群で構成した。一つは当該

障害者スポーツ組織の活動を休止、あるいは離脱

に関する要因12項目で、とりわけ「 健康上の理由

で活動に参加できない状況になった 」「 仕事など

生活時間の都合で活動に参加できない 」など、回

答者側に関する質問群を設定した。もう一群では、

「 トレーニングレベルが高すぎる 」「 この障害者

スポーツ組織のスポーツルールは厳しい 」「 活動

場所までの移動手段の確保がたいへん 」など当該

スポーツ組織の活動そのものに関係する14の質

問項目を設定した。それぞれ「 非常にあてはまる 」

から「 全くあてはまらない 」までの５段階尺度で

得点を与え、因子分析により活動休止、離脱の要

因を検討した。

　また、回答用紙の最後に自由記述コメント欄を

設けて回答を得た。自由記述コメントは、ＫＪ法

（ 川喜田1967）を用いてグループ編成を行った。

具体的には、得られた自由記述コメントについて、

記載されている言葉や前後の文脈を検討してカテ

ゴリーを生成して分析に用いた。

　このほかに、当該障害者スポーツ組織で活動し

ていたときのスポーツ実施状況や回答者の年齢等

に関する質問項目を設定した。

が遅れている精神障害者のスポーツの振興に取り

組む 」といった目標が掲げられ、より一層の障害

者スポーツの推進が示された（ 内閣府2002、

2003、2007）。さらに、2011年には新たにスポー

ツ基本法が施行され、第一条の目的、あるいは第

二条の「 国民の心身の健全な発達 」「 スポーツを

通じた幸福で豊かな生活 」という基本理念ととも

に、障害者スポーツについても「 障害者が自主的

かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、

障害の種類及び程度に応じ必要な配慮をしつつ推

進 」と示されている（ 文部科学省2011）。

２．研究目的

　近年、健康やQOL志向の高まりに加え、誰も

が年齢等を問わず参加できる生涯スポーツ（ 総理

府2000、山口2004）という考えのもと、スポー

ツ活動は一部のエリートアスリートだけのもので

はなくなってきており、これは障害者スポーツに

おいても例外ではない。

　障害者がスポーツ活動に参加する理由について、

藤田（2003）が身体障害者施設を対象に行った調

査では、年間行事、あるいは定期的に運動・スポー

ツをすることについて、楽しみ、親睦を図る、健

康維持、QOL向上などが報告されている。同様

に知的障害児の参加理由については、コミュニケー

ションの学習や本人の楽しみといった結果が（ 守

田・七木田2004）、また、知的障害者ではトレー

ニングプログラム、健康・体力といった因子（ 田

引2012）が報告されるなど、多様なニーズに対し

て活動していることがうかがえる。

　では、障害者スポーツの実施には課題はないの

だろうか。本稿では、とくに知的障害がある人た

ちのスポーツ活動に関して、活動の休止、あるい

は離脱者に焦点をあて、その背景や要因等を検討

するための基礎資料を得ることを目的とする。

３．研究方法

（１）調査対象と方法

　本研究では、知的障害がある人たちのスポーツ

活動について、活動の休止、あるいは離脱の要因

等を検討する基礎資料を得るために調査票を用い

た量的な調査を行なう。なお、本来なら知的障害

がある当事者を対象に、直接その休止、あるいは
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　活動をしていた時の頻度については、年に数回

程度６人（14.6%）、月に１～２回が14人（34.1%）、

週に１回程度が６人（14.6%）、週に２～３回程度

が３人（7.3％）、会員登録や寄付等のみで具体的

な活動に参加していないが９人（22.0％）であった。

　活動期間については平均（5.85）±1/2SD（1.90）

をもとに区分し、初期段階である１年未満が６人

（14.6％）、１年～3.95年が16人（39.0％）、3.95～

7.75年が９人（22.0%）、7.75年以上が６人（14.6%）

であった。活動休止時の年齢については、10代 ‐

20代が10人（24.4%）、30代‐50代が18人（43.9%）、

60代以上が10人（24.4%）であった。（ 表１）

（２）活動休止、離脱の因子

　会員登録した障害者スポーツ組織での活動の休

止、および離脱の要因について、はじめ主に回答

者側の理由に関する12の質問項目の因子分析（ 固

有値１基準、一般化された最小２乗法、プロマッ

クス回転 ）により４つの因子を抽出した。（ 表２）

　第１因子では「 健康上の理由で活動に参加でき

ない状況になった 」「（ 病気などではないが ）年

齢が高くなってきて活動についていけない 」「 土

日（ 余暇時間 ）はこの障害者スポーツ組織以外の

別の活動に参加している 」「 家庭の事情で活動に

参加できない状況になった 」など、回答者の生活

事情が大きく関係していることから「 個人的な理

（３）スポーツ、およびボランティアの位置づけ

　スポーツという言葉については、ルールに基づ

いて身体能力を競い合うもの、あるいは、健康な

どを目指して行う身体活動などと解釈されるが

（ 日本体育学会2006）、本調査においては運動量

や負荷、ルールの習熟度などは特定せずに、調査

対象とした障害者スポーツ組織が行うスポーツプ

ログラム活動をスポーツとして扱った。

　また、ボランティア活動ついては、自発的な

行動の他、教育プログラムによるもの、企業単

位での参加など多様化してきているとされるが

（ 松岡・小笠原2002；田尾・川野2004）、本研究

では参加の形態や動機に関わらず、調査対象と

した障害者スポーツ組織でボランティアという

形で活動に携わった全ての人たちを「 コーチボラ

ンティア注1）」、あるいは「 一般（ コーチ以外の ）

ボランティア注2）」とした。

４．結果

（１）回答者の属性

　回答者の基本的属性を以下に示す。当該障害者

スポーツ組織での役割、立場については、理事役

員等が１名（2.4%）、コーチボランティア５人

（12.2%）、一般（ スポーツ場面以外の ）ボランティ

ア７人（17.1%）、知的障害当事者の保護者等24

人（58.5%）であった。

表１：回答者の基本属性（n=41）
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表２：知的障害者スポーツ組織における活動休止・離脱理由（１）

表３：知的障害者スポーツ組織における活動休止・離脱理由（２）
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　続いて、障害スポーツ団体、およびスポーツ活

動に関する14の質問項目について、十分な負荷

量が得られなかった一項目を除いて因子分析（ 固

有値１、重みなし最小２乗法、バリマックス回転 ）

を行い４つの因子を確認した。（ 表３）

　第１因子では、「 毎回参加しないといけないと

いう心的なプレッシャーみたいなものがある 」「 ト

レーニングレベルが高すぎる 」「１回あたりの活

動時間が長い 」など回答者の意識と活動との関係

性による「 参加動機・条件とのズレ 」因子とした。

第２因子は、「 この障害者スポーツ組織のスポー

ツルールは厳しい 」「 この障害者スポーツ組織の

活動では知的障害当事者への成果が感じられな

い 」など活動そのものに関する「 活動内容への思

由 」因子とした。続いて、「 この障害者スポーツ

組織の活動に参加することがわずらわしくなった 」

「 この障害者スポーツ組織以外に自分に合うス

ポーツ活動の場を見つけた 」「 この障害者スポー

ツ組織の活動そのものに関心がなくなった 」など

「 当該障害者スポーツ組織に対する関心の喪失 」

因子を確認した。さらに、「 土日（ 余暇時間 ）は

主にプライベートな時間として使っている 」「 仕

事など生活時間の都合で活動に参加できない 」を

第３の「 時間的都合 」因子、「 ボランティア活動

そのものに関心がなくなった 」「 スポーツ活動そ

のものに関心がなくなった 」などを第４因子の「 ス

ポーツボランティアに対する関心の喪失 」とした。

４因子間の相関は低く、ほぼ無相関であった。

表４：知的障害者スポーツ組織における活動休止・離脱理由（３）自由コメントの分類
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ツ組織側や活動内容に関するいくつかの因子、お

よびカテゴリーを確認した。

　このうち健康面などの「 個人的な理由 」因子や、

仕事など「 時間等の都合 」因子については、参加

者の生活上の事情などが影響しており、たとえば

障害者スポーツ組織やスポーツ場面でのマネジメ

ント等とは直接関係のないものと考える。実際、

回答者の37％が休止・離脱する以前に約4年以上

の活動期間があり（ 表１）、当該障害者スポーツ

組織で活動することに納得、一定の理解があった

ものと考えられる。

　一方、「 当該障害者スポーツ組織に対する関心

の喪失 」、あるいは「 スポーツボランティアに対

する関心の喪失 」因子については参加者の、障害

者スポーツ組織や活動内容に対する意識が表れて

いるものと考えられる。これは第２の質問群であ

る障害者スポーツ組織・活動内容に関する因子分

析の結果で得られた、「 参加動機・条件とのズレ 」

「 活動内容への思惑違い 」因子も関係していると

考えられ、運営マネジメント等の影響もあると推

察する。

　参加者が思い描いていた障害者スポーツの在り

方や自分の関わり方と、実際の活動内容や団体の

理念、方針が合っていなければこのような結果に

なってしまい、最終的に活動の休止や離脱につな

がる可能性がある。田引（2009）が知的障害者ス

ポーツ組織のボランティアを対象にした調査にお

いても、負担感や活動内容への思惑違いなどの結

果が示されており何らかの対応が欠かせない。た

とえば当該障害者スポーツ組織の活動目標、理念、

方針などを共有、再確認する機会を設ける、ある

いは参加者などで意見交換、情報交換する機会を

充実させるなどの工夫が求められる。

　自由記述コメントにおいても、仕事や活動場所

への移動、体調面など参加者側の理由に関するカ

テゴリーが得られたが、同時に、「 メンバー間の

関係・雰囲気 」「 活動内容に関する課題 」カテゴ

リーでも多くのコメントが得られた。（ 表４）当

該障害者スポーツ組織にとっては厳しいコメント

も確認できる。選手（ 障害者 ）のスポーツへの参

加動機、継続性、コミットメント等と、他者から

の意識や態度との関係も報告されており（ 中込他

2007、Robin et al.2004 ）、関係者の意識や雰囲

惑違い 」を確認した。続いて、「 交通費などの負

担がたいへん 」「 活動場所までの移動手段の確保

がたいへん 」「 活動の頻度（ 回数 ）が多い 」「 活

動のために時間をやりくりするのが大変 」など活

動環境が関係していることから「 移動・時間等の

負担 」因子とした。第４因子を、「 活動理念・方

針に同意できない 」因子とした。４因子間で中位

の相関がみられた。

（３）自由記述コメント分類

　今回回収した41件の調査票のうち、25件で自由

記述コメントの記載があり、ＫＪ法（ 川喜田

1967）を用いて７つのカテゴリーに分類した。（表４）

　「 会費を払わないで役員をつとめていたり、大

会に参加する人がいて疑問を感じた。」「 前から

参加しているグループの方たちがいて、新しいメ

ンバーは入りにくい状況だった。」「 同じ障害を

持っている仲間全員で差別なく楽しめる場所だと

思っていたがそうではなかった。一般の教室の方

が差別感なく扱ってくれると感じた。」など５つ

のコメントを集約して「 メンバー間の関係・雰囲

気 」カテゴリーを得た。次に、「 就職したので休

止している。」「 本人が就職をして、本人として

も休日は休息したいようだ。」「 本人の仕事の都

合上、土日の活動に参加できなくなった。」など

仕事に関する５つのコメントを集約して「 仕事な

どの都合 」カテゴリーを得た。さらに、「 片道100

ｋｍの移動が大変だった。」「 参加したいが活動

場所が遠くて行けない。」「 会場までと私（ 保護

者 ）の都合で参加できない。」「 本人に合う内容、

場所、時間のものがあまりなかった。などから「 移

動・活動場所等の制約 」カテゴリーを得た。以下、

同様に「 活動内容に関する課題 」「 体調などの理

由 」「 経済的な理由 」「 その他（ 感謝 ）」のカテ

ゴリーを得た。

５．考察

（１）知的障害者スポーツ休止、離脱の要因

　本研究では、知的障害がある人たちのスポーツ

活動に関して、一度は障害者スポーツ組織に会員

登録したものの活動を休止、あるいは離脱する要

因等の検討を行った。その結果、大まかに参加者

（ 回答者 ）側の理由に関するものと、障害者スポー
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当該障害者スポーツ組織に対するメッセージと

なっている可能性もある。

　今後はこれらをふまえ、研究を進めていく必要

がある。
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＜注＞

１）本稿で調査対象とした知的障害がある人たちのスポー

ツ活動を支援するスペシャルオリンピックス組織では、

活動を支える人たちを総称してボランティアとしている。

とくに知的障害がある当事者と一緒にスポーツ活動を実

施するボランティアを「 コーチ 」、または「 コーチボラン

ティア 」と呼んでいる（ スペシャルオリンピックス日本

編2014）。

２）本調査では、たとえば事務局作業、財務広報活動など

スポーツ場面以外を担うボランティアを「 一般ボランティ

ア 」としている。
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